２０１５．１２．８
Ｎo.９９０号

県労連第1回幹事団交渉
不誠実にも根拠の乏しい「財政難」を理由に県人事委員会勧告の完全実施を明言せず

人勧を反映した給与費、社会保障費等は交付税で措置されます。何が原因の「財政難」！？
　国家公務員給与に係る人事院勧告の完全実施の閣議決定を受け、県労連は12月7日に第1回幹事団交渉を行いました。（当局の回答要旨は3頁）

「財源不足」の納得できる根拠を説明せず
　当局は、10月の副知事交渉で出された、「28年度予算の財源不足650億円」「人事委員会勧告を完全実施した場合、さらに72億円の不足」を理由に、「ギリギリまで見極める必要がある」とし、完全実施を明言しませんでした。

　これについて県労連は、「当局が財源不足の根拠としている給与費や社会保障費等は、普通交付税の算出根拠となる基準財政需要額に算入されるもので、人事委員会勧告による増額や社会保障費の増加分も含めて交付税で措置される。財源不足の根拠とはならない。財源不足を主張するのであれば具体的に職員が納得できる説明をすべきだ。」と追求しましたが、労務局長は具体的な根拠を示すことはできず、「依命通知で示したとおり」というだけで、納得できる説明をしない不誠実な回答に終始しました。

　人勧完全実施を交渉最終日まで引き延ばすやり方は、人勧以外の県労連の要求を封じ込めようとするものであり、到底容認できるものではありません。

幹事団が提起した要求項目・発言要旨
○人事委員会勧告制度は公務員の労働基本権制約の代償措置である。勧告の完全実施を求める。
○交通用具利用者の通勤手当を引き上げること。

○医師の初任給調整手当を引き上げること。
○当局は、総労働時間の短縮やメンタルヘルス対策について、これまでさまざまな取組みを行ってきたと言うが、状況が改善されていない。検証をすべき。

○毎日遅くまで残業し、土日にも出勤をしなければ仕事が終わらない実態がある。現場の状況はますますひどくなっている。職員の不満が充満し、県庁を辞めたいという職員も実際いる。

○この間の過度な人員削減がぎすぎすした職場を生み出し、ハラスメントを起こさせるひとつの要因になっている。

○女性職員の採用・登用の拡大のための計画を策定し、実行にあたっては数値目標を定め、より実効あるものとすること。

○子の看護休暇における日数の拡大と「子」の対象年齢を義務教育終了までとすること。特に子に障がい等がある場合については18歳までとしてほしい。

○仕事と介護の適切な両立を図っていくために支援制度の改善を図ること。特に、介護短時間勤務制度の新設、介護休暇・介護欠勤の運用改善を図ってほしい。

○ストレスチェックの実施にあたり、事前に労使協議を十分行ってもらいたい。

○再任用職員について人事評価制度を導入したいという提案であるが、勤勉手当への反映が本当にモチベーションの向上につながるのか疑問に思う。モチベーションを維持するためには、勧告が完全実施されることが必要だ。

○短時間再任用職員の給与格付けの改善を求める。

○再任用職員について、生活関連手当を支給すること。
　再任用であっても扶養手当等を必要としている職員が実際にいる。
○臨任職員の初号制限を撤廃すること。

○臨任・非常勤職員について、均等待遇の視点から賃金水準の改善を図るよう求める。

○臨任・非常勤職員の通勤手当の改善を図ること。通勤手当の算定方法を改善すること。
○臨任・非常勤職員の夏季職専免・慶弔・忌引・療養休暇等を常勤職員と同様に改善すること。
	労務担当局長の回答要旨

	基本姿勢
	○これまでの間、交渉を延期したことをお詫びするとともに、ご協力に感謝する。12月4日に給与改定通知を受理した。年内解決に向けて、誠実に交渉を進めたい。

○人事委員会勧告の尊重は基本。2年連続のプラス勧告に期待する職員の気持ち、モチベーションの維持、優秀な人材確保などを考え、勧告の完全実施をしたいという思いは組合と同じである。

○しかし、依命通知で示したとおり、2016年度は650億円の財源不足であり、いまだに財源確保の見通しが立っていない。

○これには人事委員会勧告を完全実施した場合に要する72億円は見込んでおらず、財源不足はさらに膨らむ。全庁一丸となって、歳入の確保と徹底的な歳出削減に取り組まなければならない。

○緊急財政対策本部を設置した状況に匹敵するほどの厳しい財政状況にある。

○「自主交渉・自主決着」の立場を基本に、誠意をもって話し合っていきたい。

	基本賃金

一時金

諸手当等
	○月例給については、民間より県が2,736円（0.68%）下回っているため、給料表を引き上げる県人事委員会勧告が出された。

○期末・勤勉手当の支給月数については、民間より県が下回っているため、勤勉手当で0.10月分引き上げる勧告が出された。
○勧告を受けたが、今年度の給与改定の実施にあたっては、次の2点の条件が整うことが必要である。

①厳しい財政状況下にあるので、今後の財政状況の見極めがつくこと。
②県民や議会の理解を得るため、給与等諸制度の見直しが必要である。
○仮に、期末・勤勉手当の支給月数を引き上げる場合は、勤勉手当で対応する。

○今年度の地域手当については、給料表の引上げによる較差解消の状況を勘案するとともに、給与制度の総合的見直しを円滑に進める観点から、支給割合を10％から10.6％に引き上げる勧告が出された。しかし、厳しい財政状況下にあっては、ぎりぎりまで見極める必要がある。
○来年度の地域手当については、支給割合を10.6％から11.5％に引き上げる勧告が出されたが、厳しい財政状況下にあっては、ぎりぎりまで見極める必要がある。
○住居手当については、民間の支給状況を下回っているため、支給限度額を28,500円とするよう勧告されたが、厳しい財政状況下にあっては、ぎりぎりまで見極める必要がある。
○単身赴任手当の引上げについても、給与改定と同様に、ぎりぎりまで見極める必要がある。
○交通用具使用者に係る通勤手当については、国に準じて改定したい。条例改定後に実施し、遡及については考えていない。
○降格時の給与の取扱いについては、職務給の原則に基づき、現行制度の見直しを図りたい。2016年4月1日以降に降格した職員から対象とする。

○時間外手当基礎額の算出方法について、現行は休日分相当時間として147時間15分（19日分）を除算して、1年間の労働時間を算出しているが、今後は固定ではなく、毎年の休日実績に応じた計算方法に見直しをしたい。2016年4月1日実施。

	給与・旅費制度
	○人事・給与システムについては、2017年度から新しいシステムの稼働を予定。旅行雑費は一定の代替措置を講じることとし、廃止と決着した。しかし、その実現が困難であるため、仕切り直しとしたい。

	早期退職制度
	○2013年に行った再任用制度等に関する労使交渉の中で、早期退職制度については引き続き労使で協議することとしていたが、定年前の早期退職特例措置については、現行制度を維持する。

	福利厚生の充実
	○これまで一定の整理をしてきた。課題が生じた時に、必要に応じて話し合う。

	総労働時間の短縮
	○職員の健康管理の面から、またコスト意識をもって効率的な公務運営を一層進めていく必要がある。

○管理監督者の意識改革、マネジメント能力の向上が必要。

○全庁一斉ノー残業デーの取組み、グループウェアにノー残業デーの表示をした、スマート県庁アクションプランで残業ゼロに向けた取組みを進めるなど、総労働時間の短縮に向け、引き続き努力していく。

	メンタルヘルス対策等の強化
	○2014年度には職場リハビリをする職員に対する傷害保険制度の導入、また、採用5年目の職員を対象に保健師による面談を行っている。

○以前は月100時間超または、2～6か月平均80時間超の時間外勤務をした職員を対象に、本人の申出または産業医の判断で産業医による面接を実施していたが、月80時間超をした場合には全員を面接対象とする改善を図った。
○休職中の過ごし方や職場復帰までの流れを記載したしおりを必要に応じて休職者に配布している。メンタルの外部相談窓口も10か所増やし、27か所とした。

○ストレスチェックの実施にあたっては、プライバシーに配慮し、有効な方法について話し合いたい。

○パワハラ防止については法に従い、今後も適正に対応し、良好な職場環境の推進を図る。

	休暇制度の

充実・改善
	○休暇もコスト。公務員を取り巻く厳しい状況の中で、これ以上の新設や拡充は難しい。

○忌引休暇については国並みとし、配偶者は10日を7日に、配偶者のおじ・おばは対象外としたい。

	次世代育成

対策強化
	○女性活躍推進法に基づく事業主行動計画等の策定を県として行わなければならない。しかるべき場で話しあう。

	臨任・非常勤職員の勤務条件改善
	○給与・報酬には予算の制約があり、休暇等については職場運営、任期に定めのない職員との均衡を踏まえると、これ以上の対応は困難である。

○非常勤報酬については、正規職員の給与を整理した上であらためて提案したい。

○３／４非常勤の時間外勤務の割増率については短時間再任用と同様、7時間45分までは、現行の125/100を100/100としたい。

	再任用の人事評価
	○地方公務員法の改定に伴い、再任用職員に人事評価制度を導入したい。任期更新の判断、給与（勤勉手当）への反映を考えている。2016年度中に運用を開始するべく、しかるべき場で話し合いたい。

	人事制度改革・人事評価制度
	○地方公務員法の改正に伴い、対応しなければならない点がいくつか想定される。

○引き続き話し合っていきたい。


2015県労連確定闘争日程
○12月9日（水）支部代交渉

○12月10日（木）第2回幹事団交渉

自治労県職労総決起集会

18時30分～　Ｌプラザ8Ｄ会議室

○12月16日（水）第3回幹事団交渉

県労連総決起集会

18時30分～　西公会堂

○12月18日（金）決議文手交

○12月21日（月）幹事団交渉（最終）

19時～自治労県職労拡大評議委員会

★　今期は交渉日程が詰まっていますので、情報を郵便で送っていては間に合いません。交渉内容がまとまり次第、組合のホームページに掲載しますので、随時確認をお願いします。


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































